
エネルギー分野

現状・背景 研究（実用化）開発のポイント・先進性

研究（実用化）開発の目標

■ 国のエネルギー基本計画では再生可能エネル
ギーの導入が更に加速され，電源系統容量の制
約で系統に送れない「余剰電力」が増加してい
ます。この「余剰電力」を活用し，先進水素研
究促進や水素社会への対応に貢献できる合理的
な水素製造システムの導入促進に貢献していき
ます。

■ 本取り組みを通じて培った実用的かつ高効率な
再生可能エネルギーの利活用技術を，相馬発の
技術として普及させるべく，引き続き努力して
いきます。

■ 実証機本体設計・製造・据付・試運転
を完了しました（FY2017）。

■ 再エネ活用のための太陽光発電との連携
システム構築：

　ＣＥＭＳからの指示に応じた再エネ電気
の地産地消を実現し、水素供給の最適モ
デルの構築プロセスを確立しました。
■ 水素製造効率改善を目指した制御評価

モデル構築：
　再エネ費消に対するコスト低減効果を確
認しました。

■ 余剰電力から水素を製造し，域内にて有
効活用する効果：

　余剰電力の活用を可能とする、太陽光
の変動に応じた運転を実証し継続運転中で
す。相馬発の技術として他地域でも応用可
能です。
■ 水素社会実現を目指した技術実証および

地域に密着した活動の効果：
　水素をより使い易くするための技術開発
に取り組みます。また地元の方々に水素社
会を実感できる体験活動も実施しています。
■ 浜通り発のモデルケースとしての効果：
　2018 年 4 月の開所以降、国内外からの
ご視察者は 500 人を超え人材の交流も活
発化しています。

　2018 年度に、運用コストの低減評価および
水素供給モデルの最適化について、実証機を用
いた所定の実用化開発を完了しました。
　2019 年度以降は、余剰電力の更なる活用の
ため、水素をより速く世の中に浸透させ、もっ
と使い易くするための研究開発を行い , 水素社
会の実現を目指します。

■ 運用コスト低減のための水素製造システムの最適仕様の落し込みを
行います。

■ 再生可能エネルギーの地産地消を促進するため，太陽光発電事業に
おける CEMS とのデータインターフェースを確立し，余剰電力の活
用方法の最適化を行います。

■ 再生可能エネルギー（再エネ）の余剰電力が
発生しています。電力系統容量の制約から太
陽光・風力発電電力等の系統接続・逆潮流が
できないケースが増加しています。

■ 二酸化炭素の放出抑制に向けて水素利用技術
へ大きな期待がある一方，普及のためには水
素製造コストの更なる低減が急務となってい
ます。

再生可能エネルギー活用による水素製造システム
実用化開発

実施期間：2016年度～ 2018 年度　実用化計画開発実施場所：相馬市

　2種類の水素製造技術を組み合わせることにより，変動する電力を活用できる高効率な水素製造システムの実用
化開発を推進しています。再生可能エネルギー導入における地域の系統連系制約を考慮した技術開発と実証を通
じ，エネルギー問題への啓発と交流人口増に貢献可能な水素活用の拠点づくりに取り組んでいます。

株式会社ＩＨＩ01
2016年度開始

CEMS: Community Energy Management System. 電気を上手に使うための制御装置です。
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　この実用化開発の成功、事業化
により、福島県内に雇用を生み出
し、産業復興に貢献するとともに、
浜通り地域から世界展開して行き

「ロボット開発先進地域」を世界へ
発信することによって地域の復興
に貢献します。

Terra Drone 株式会社
塩澤俊一

　特注仕様のレーザが 50m 距離で 2cm
精度の製品性能の向上、電子回路は最低
限のハンダ付け 5 箇所以内とする製品性
能の向上、ハードウェアは収納時 0.80×
0.60×0.40㎥に収まるサイズに設計し、
使用面では計測作業者が 15 分以内に
セッティング可能とする汎用性の向上、
およびハイブリッドドローン搭載時の計
測結果が電動と同等の精度を得られる長
距離飛行可能な発動機付きドローンへの
搭載です。

　福島県の試験研究センターとして
2020 年までには人材も駐在させ、毎年
事業規模の拡大とともに 2 名から５名の
雇用を検討しています。2022 年までに
は試験研究センターとして 20 名規模の
研究開発の体制を計画しています。
　機体製造・量産の契約を株式会社菊池
製作所と締結中であるため、株式会社菊
池製作所南相馬工場においても新規雇用
は見込まれます。

　平成 31 年度はゼネコンや建機メーカー・測
量会社を中心に販売し、初年度で初期投資は回
収する取り組みで行います。平成 32 年度より
海外の展示会などにも積極的に出店します。
　売上については、2021 年に日本国内 2 億円、
インド、欧州、オーストラリアの現地調査も実
施済みであり、合計高では日本と同等の売上 2
億円を見込んでいます。

　弊社では写真土木測量の他にレーザを用いた UAV レーザ測量サービ
スを世界最高クラスとなる年間 400 件以上行う中で、レーザシステム
と UAV 自体に対する課題点や計測のノウハウなどの知見を蓄積してき
ました。
　大学との共同研究によって先端新技術である廉価な GNSS アンテナ
を複数による位置姿勢推定技術を用いることでレーザ計測システムを
製品化し、競合に対する大幅な価格ダウンを図ります。
　本技術は地上の GNSS 基準局と UAV 上の複数 GNSS アンテナを幾
何的に位置の拘束をして配置することによってアンテナ間の RTK 測位
を行います。これにより位置測位精度を向上させます。また、幾何拘
束条件のある複数アンテナの絶対位置からアンテナの成す平面よりシ
ステムの姿勢を推定することが可能となります。従来 UAV レーザシス
テムに必須であった姿勢推定センサである IMU センサの機能を、本来
位置推定のみを行う GNSS センサのみで代替が可能となったことによ
り、限りある UAV の積載容量に余裕をつくることが見込まれます。積
載容量の余裕によって他の計測センサや荷物等を複合するなど応用可
能性がもたらされます。

　災害地などの不整地や写真では地面を写すこ
とができない山林での地面計測は難しいです。一
方で、レーザ UAV 測量はマーカーを設置する必
要がなく山面に対しても地上面と森林表面の両
方を計測することができます。UAV レーザ測量
の課題は、一台数万円のカメラと比べてレーザシ
ステムは数千万円程度と圧倒的にセンサの価格
が高く、その点技術の普及が進んでいません。

マルチGNSSアンテナによる小型UAV搭載型
レーザ三次元計測システムの高精度化・製品化

実施期間：2018年度～ 2019 年度　実用化計画開発実施場所：南相馬市

　UAV レーザシステムに従来必須であった IMU/GNSS センサの機能を GNSS のみの特殊な測位によって代替する
ことで 1/10 のコストで生産可能とします。現状課題のレーザ測距精度を向上し、研究レベルから実用における使
用面等を昇華し製品化を目指します。

Terra Drone株式会社

2018年度開始
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2018年度版　浜通りの未来を拓く実用化開発プロジェクト　　福島県地域復興実用化開発等促進事業




